
 

事 務 連 絡  

  令和６年１０月３日  

 

技能実習制度関係機関 各位 

 

出入国在留管理庁在留管理支援部在留管理課長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

   令和６年９月能登半島豪雨の影響を受けて本来活動に従事するこ

とができない技能実習生への対応について 

今般の能登半島豪雨の影響により同地域においては多大なる被害が発生して

いるところ、本年１月に発生した能登半島地震と同様、以下の対応を執っており

ますので、関係団体等を通じて、技能実習生への周知に御協力願います。 

なお、①及び②については最寄りの地方出入国在留管理局に、③については最

寄りの外国人技能実習機構に御相談いただくよう周知願います。 

①技能実習生への資格外活動許可の付与について 

標記豪雨災害に起因して、一定の期間、本来活動に従事することが困難であ

り、当該期間経過後、所属機関での活動を再開することが見込まれる技能実習

生に対し、資格外活動許可を付与することが可能です。なお、資格外活動許可

の申請に当たっては、被災地域の交通事情により技能実習生本人等の地方出

入国在留管理官署への出頭が困難な状況が認められる場合には、郵送及びＦ

ＡＸ送信による申請も可能です。 

 

②標記豪雨災害の影響によるがれき等の片付け作業等について 

標記豪雨災害の影響を受けて、実習実施者の事業所（当該事業所の敷地及び

周辺の道路等を含む。）が被災した技能実習生について、当該事業所における

活動として、がれき等の片付け作業等、技能実習を行うに当たっての環境を復

旧する作業を行う場合、当面の間、資格外活動許可を受けることなく、当該作

業に従事することができます。 

 

③標記豪雨災害の影響によりやむを得ず技能実習の継続が困難となった場合

の対応について 

標記豪雨災害の影響により、実習実施者において技能実習の継続が

困難となり、技能実習を再開する目途が立たない等のやむを得ない事

情があると認められる場合には、技能実習の実習先を変更することが

可能です。 



事 務 連 絡

令 和 ６ 年 １ ０ 月 ３ 日

特 定 技 能 制 度 関 係 機 関 各位

特定技能分野所管行政機関 各位

出入国在留管理庁在留管理支援部在留管理課長

（ 公 印 省 略 ）

令和６年９月能登半島豪雨の影響を受けて本来活動に従事することがで

きない特定技能外国人への対応について

今般の能登半島豪雨の影響により同地域においては多大なる被害が発生して

いるところ、本年１月に発生した能登半島地震と同様、下記の対応を執ってお

りますので、関係団体等を通じて周知に御協力願います。

記

１ 令和６年９月能登半島豪雨災害の影響によるがれき等の片付け作業等への

対応について

標記豪雨災害の影響を受けて、特定技能所属機関の事業所（当該事業所の

敷地及び周辺の道路等を含む。）が被災した特定技能外国人について、当該

事業所における活動として、がれき等の片付け作業等、活動を再開するに当

たっての環境を復旧する作業を行う場合、同機関に同様の業務で従事する日

本人も同様の業務を行っている場合には、関連業務に相当するものとして、

下記２の資格外活動許可を受けることなく、当該作業に従事することができ

ます。

２ 特定技能外国人への資格外活動の許可について

標記豪雨災害に起因して一定の期間、本来活動に従事することが困難であ

り、当該期間経過後、特定技能所属機関での活動を再開することが見込まれ

る特定技能外国人に対し、資格外活動許可を付与することが可能です（上記

１に該当する場合を除く。）。なお、資格外活動許可の申請に当たっては、

被災地域の交通事情により特定技能外国人本人等の地方出入国在留管理官署

への出頭が困難な状況が認められる場合には、郵送及びＦＡＸ送信による申

請も可能です。

３ 上記１及び２に関する相談については、最寄りの地方出入国在留管理局に

御相談いただきますようお願いします。



                                                                  

 

 

 

 

 

【特例措置の対象者】 

次のいずれにも該当する方が対象となります。 

 

 

 
 

  

 

  

 

 

※ 「一定の期間」とは、３か月を超えない範囲を言います。 

【資格外活動許可の内容】 

 

【資格外活動許可の期限】 

許可期限は、許可日から３か月となります。 

ただし、許可期限が在留期限を超える場合は、在留期限が期限となります。 

 

                      

   

令和６年９月能登半島豪雨の影響を受けて本来活動に従事するこ

とができない外国人の方へ資格外活動許可を付与する特例措置を

実施しています 

① 今回の豪雨に係る災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受

ける６市町（七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋郡志賀町、鳳珠郡穴水町及び

鳳珠郡能登町）に住居地を有し就労の在留資格を有する方 

② 一定の期間、今回の豪雨に起因して本来活動に従事することが困難であ

り、当該期間経過後、所属機関での活動を再開することが見込まれる方 

１日について８時間以内の収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動 

本特例措置の詳細については、出入国在留管理庁ホームページ

(https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-

8.html)をご覧ください。 

https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-8.html
https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-8.html

